









































































いたる交渉過程を詳細に分析したならば、日本政府は満州と蒙古を分離して捉えており、その関心は具体的な権益を有する南満州の確保で り、東部内蒙古への関心は必ずしも高くなかっ ことがわかる。また、その要求 形式も四
国借款団の事業範囲から南満州を除外することを直接的に求めるものではなく、必ずしも勢力範囲の承認を四国借款団構成国政府に迫ったものとは言えないのである。六国借款団の結 にともない、その事業範囲から満蒙を事実上除外することにより、東部内蒙古を日本の勢力範囲として列強に承認させる端緒になったという結果に対する事後的な評価のみでは、六国借款団の結成に たる交渉過程を正確にとらえることはできないのである。
　本稿の第二の課題は、六国借款団結成後も継続していた
日本の満州特殊権益の契約上の脆弱性が如何 克服されたかを明らか することである。契約上の脆弱性と 、 『東京朝日新聞』が社説において「之れ明かに日露 退譲と云わざるを得ず」と批判したように
 （
5）、六国借款団の事業範囲
からの満蒙の除外が規約に明記されたものではなく 声明を議事録に記録するという形式にとどまった を指す。このような形式では、 における特殊権益が否定される潜在的可能性が継続していたもの 考えられる。
　前述した先行研究においても、このような満州特殊権益
の契約上の脆弱性が認識されていなかったわけではなが、その事実を所与の前提としたうえで、日本の勢力範囲が「満州」から「満蒙」へと拡大された重大な端緒 位置


































































































































































































































































正がなされたとしても、日露両国が四国借款団に加入したならば、満州における日露両国の地位は、他の四国借款団構成国と対等なも となり、特殊権益が否定されることにつながる危険性があるという認識を示し、現状におけ 四国借款団への加入には否定的 判断を下したのである。
　桂首相も原敬との会談において、 「目下世間に騒々しき
四国借款なるものに日本も加入せしめんかとの考なりしに、 国とも各権利を持出すと云ふ 付、左すれば 本は南満州鉄道を持出さざるべか ず。是 甚だ困難 事に付加入を見合わせたり」と述べている
 （
41）。四国借款団は、 「四


























































































四国借款団パリ会議 おいて「清国は責任ある政府 有せざること」を理由に幣制改革及東三省実業借款の発行を中止し、前貸金の供与にも応じな こ が決議された
 （
52）。この
ような四国借款団 対応の背景 は、英国政府が当初、辛亥革命に対して不干渉の姿勢 取ったことがあると考えられる。
　このような情勢を受けて、内田外相は本野大使に対して、
四国借款団側が具体的行動を行う可能性は低く、事態を静























































借款供与自体も取りやめになった。しかし、四国借款団への加入と政治借款供与への参加を分離してとらえ、後者にのみ参 するという日本政府 方針は、 華民国成立後も継続することになる。





































款の具体的な内容（借款は総額七百万両を予定し、無担保、将来的に起債される政治 で 改革借款の前貸金にあたること）を説明したうえで、英国政府と ては、同借款への日露両国 参加を希望する旨を述べた
 （
65）。内田外相はそ













のような方針は、当時交渉中であっ 第三次日露協商よって、日本の勢力範囲として承認され 予定であった東部内蒙古を四国借款団への加入を契機として同借 団構成国政府に事実上承認させることを意図したものであったといえる。しかし、当面は四国借款団への加入と政治借款への参加を分離 て捉え 後者にあたる改革借款にのみ参加することを目指すという従来からの方針を継続し、露国政




















総額六千万磅（約六億円）の改革借款の 行及び同借款の前貸金の供与、日露両国に対する への参加要請、幣制改革及東三省実業借款 契約延長が決議された
 （
72）。この








































二、露国がこの前貸金へ参加するこ によって、借款団が交渉する可能性のある中国の借款に対する露国態度が安易に影響を受けるこ まったくない。 ［後略、筆者註］
このように露国政府が参加に同意を示したのは、改革借款本体ではなく、同借款への前貸金の供与に過ぎ かったのである。
　三月二〇日、ココフツォフ蔵相兼首相は、日本の改革借
































































































もまた容易ではなかった。武内代表は、同借款団の事業範囲からの満蒙除外を規約 記入すること 英米独各国代表者の反対により困難である して、声明を議事録に記録するという形式を提案し、加藤大使もこれを支持した
 （
92）。英
















































借款団の事業範囲から満蒙を除外することを要求した。日本政府は慎重な姿勢を取り、従来の方針を継続したが、四国借款団側が露国の強硬な要求 同意を示した 受け、日本政府も同様の対応をとり、改革借款の発行 担う六国借款団の結成 進められた。しかし 事態はなお不透明であり、日本政府は六国借款団結 過程においても改革借款にのみ参加するという従来 方針も継続し 強硬な要求を行う露国と四国借款 構成国 関係悪化に巻き込ま






























































































六国借款団の事業範囲が改革借款 中心とする政治借款に限定され、実業借款が均霑の対象から外されることは、幣制改革及東三省 から満州におけ 産業開発るための借款を切り離すこと つなが ものであり、前述の目標に沿うものであったと認識されていたのである。
　小 　括　「六国借款団規約」第二条には、同借款団構成国の中国












政府は四国借款団に政治借款供与を要請し、同借款団は中国政府に対する政治借款を事実上独占する契約を結んだ。満州特殊権益を擁護しつつ、中国政府への財政的影響力を獲得するため 政治借款供与 参加することが日本外交重要な課題になったのである。そこで見出 たのが四国借款団への加入と改革借款への参加を分離してとらえ、後者のみに参加するこ により満州特殊権益が均霑の対象になることを避けるという「微妙なる辞柄」であった。
　それに対して、露国政府は、改革借款への参加条件とし
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 、 『外文』明治四三年第二冊、 六六九文書、 三七頁） 。
（



























同事業への支出部分を除いた残額を 道建設によるへの経済進出に用いると述べており、こ よう 懸念は妥当性があったものと考えられる（北岡前掲論文、二四頁。
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leksadr Izvol‘ skii ）駐仏露国大使















































ondon, 1950 ）,p.98 ） 。麻田雅文氏の研究によれば、





































































































































































101）  「六国団規約調印を確定したる銀行団会議」 、 「支那改革借款件／幣制改革及東三省実業借款／参考書」 。
（







を担保として三百万両の借款を成立させたが、これを独国政府は、実業借款は六国借款団の対象外であると擁護している（田村前掲書、二四二頁） 。また、日本側も南潯鉄道借款五百万円 契約し（千葉前掲書、二四八頁） 、小田切万寿之助取締役も熊希齢財政部長との会談において漢治萍公司への借款は実業借款にあたり 均霑 対象外であると述べており（久保田前掲論文、三五頁。五月三〇日付内田外相宛伊集院公使電報第四〇
号、 「支那改革借款件」 第八冊） 、
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